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研究成果の概要：ネットワーク社会の実現によって教育の姿は大きく変容しつつあり，世界

中が学び場として機能する状況になってきた．そこで，ネットワーク社会における人材像，最
新の教育工学，教育システム情報科学研究の進展，学習の場の広がりに対応した教育方法，新
しいメディアとそれらの活用，教育改革を支援する技術開発，環境整備，教育関連事項や活動
に関する評価．認証，認定などについて検討し，新たな教育科学，e-Pedagogy の構築に向け，
e-Pedagogy の構想と課題，授業改革の実現，eLearning による教育の改革，質保証と評価の課
題，海外の教育改革についてまとめた． 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 6,400,000 1,920,000 8,320,000 

2007 年度 6,200,000 1,860,000 8,060,000 

2008 年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

年度  

  年度  

総 計 15,500,000 4,650,000 20,150,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：科学教育／教育工学・教育工学 
キーワード：e-Pedagogy，教育工学，ネットワーク社会，メディア，コスト意識，教育支援技

術，評価，認定 
 
１．研究開始当初の背景 

近年のネットワーク社会の進展にともな
って，教育のあり方が大きく転換している．
従来は，学校教育，企業内教育，社会教育等
において，伝統的，典型的な教育の形態は，
教室で，指導者が，学習者を前にして，一斉
に，講義，演習，実習などを行うのが通常で
あった．指導者と学習者が直接ふれあい，心
と心で感じ合いながら，教え，学ぶ．道具を
使うにしても，板書，教科書，副教材，参考
資料，視聴覚・放送教材，教具，実験器具く

らいで，教室という特別な場で行われる．確
かに，基礎的な学習や専門を深化させる高度
な学習などにおいては，有効な手だてである．
この種の教育を前提とした，教育の原理，本
質，意義，方法，あり方について論じ，研究
するのが従来の伝統的な Pedagogy の主要な
課題であり続けた． 
しかし，ネットワーク社会に実現によって，

Pedagogy の対象となる教育の姿は大きく変
容しつつある．ネットワークに蓄積された，
人類の知が，誰からでも，どこからでも，い
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つでも好きなときに，自由自在に活用出来る
可能性が出てきた．知的所有権，個人情報に
関する制約はあるものの，世界中が，学び場
として機能する状況になってきた．この半世
紀の間に急成長してきた，教育工学や教育シ
ステム情報学がこの動きを大きく促進した．
おかげで，高等教育，企業教育，生涯教育を
中心として，いわゆる e-Learning が各方面
で実用化されるに至っている． 
 
２．研究の目的 
 そこで，このようなネットワーク社会にお
ける情報通信技術を活用した，新しい教育の
形態に対応した，新しい Pedagogy の必要性
が喫緊に要請されることとなった． 
 e-Pedagogy である．ＩＣＴを活用した，授
業，学校経営，教育経営，地域社会や産業界，
行政などの諸活動，学習者，学習資源，メデ
ィアセンター，図書館，博物館，美術館，科
学館などの活動，専門知識を提供するＷｅｂ
サイト，学習支援機構，ネットワーク環境な
ど，教育や学習に関係する諸構成要素を統合
的に捉える概念枠を構想，確立し，それに基
づいて，教育改革を実現する研究開発実践評
価のあり方を，教育研究史，国際比較，経済
効率，文教行政，教育工学技術など多面的に
考察する，ネットワーク社会の教育を対象と
する新しい Pedagogy である． 
 本研究は，このような課題に取り組み，ネ
ットワーク社会における人材像，最新の教育
工学，教育システム情報科学研究の進展，学
習の場の広がりに対応した教育方法，新しい
メディアとそれらの活用，教育改革を支援す
る技術開発，環境整備，教育関連事項や活動
に関する評価．認証，認定などについて幅広
く具体的に検討し，新たな教育科学，
e-Pedagogy を築きあげることを目標とした． 
 
３．研究の方法 

既存の主な教育工学，教育システム情報学，
教育メディア研究関連の成果を，学習者，学
習資源，学習活動，学習支援機構（学習支援
活動と学習支援主体），評価・認証・認定活
動の諸要素に分類整理し，ネットワーク社会
における新しい人材像，ネットワーク時代の
新しい学習指導者像，新しい機器，システム，
ツール，コンテンツなどの学習メディア，ネ
ットワーク時代における教材資源としての
自然，社会，人工物のような現実環境像，学
習支援活動としてのｅ－指導力研修，ＩＣＴ
コーディネータ，Ｗｅｂページ，データベー
ス，レポジトリー，ポートフォリオなどの教
育サービス，これらを保証する国内国際標準，
学習支援主体としての個，学，官，産やそれ
らの連携，以上のすべての教育構成要素につ
いての評価あるいは認定・認証活動について
体系化するために，下記の活動を遂行した．

(1)e-Pegagogy を構築する基本的な観点を確
立するための具体的な研究項目を以下の８
つとし，各研究分担者で８項目を分担し，実
態調査と解析解釈を行い，研究発表や意見交
換を行った． 
＜研究課題の８項目＞ 

①ネットワーク社会における人材像の変容の

把握 ②現代社会の喫緊の課題を解決するに

適う人間像の確立 ③最近の教育工学研究の

特徴の変容に基づく新しい教育研究の確立 

④学習の場の広がりに対応したe-Pedagogyの

構想 ⑤活用されるメディアの進化への対応 

⑥コスト意識の導入 ⑦教育を支援する技術

開発の進展状況の整理 ⑧これらすべての教

育関連事項や活動に関する評価・認証・認定

のあり方の検討 

(2)海外や国内の学会（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ主催などを含

める）で成果の報告を行い，多くの関係者か

ら多角的な意見・提言を受け検討を深めた． 

(3)ＩＣＴに関する人材の資質能力の基準表

を完成した．学習者のｅ－学習関連能力，学

習指導者のｅ－関連学習指導能力に関する

基準表案を作成公表した． 

(4)三年間の研究成果を報告書冊子（200 頁）

にまとめ，関係機関に配布した． 

 
４．研究成果 
三年間の研究成果は 200頁の報告書冊子に

まとめた．その構成（目次）と原稿執筆者を
以下に挙げる．これは国の教育政策に対する
提言であると同時に，国際社会で連携して行
われている教育制度改革に対しても影響を
及ぼす内容となっている． 
＜報告書目次＞ 
第１章 e-Pedagogy の構想と課題 
1.1 テクノロジーベースの新しい
e-Pedagogy の視点（岡本 敏雄） 
1.2 ネットワーク社会における教育工学の
再構築 ―e-Pedagogy への志向―（坂元 
昻） 
1.3 ネットワーク社会における学習環境論 
―ヴィゴツキー理論の新展開―（菅井 勝
雄） 
1.4 e-Pedagogy の概念と実態（岡本 敏雄） 
第２章 授業改革の実現 
2.1 高等専門教育レベルでのユビキタス学
習の設計手法（西之園 晴夫） 
2.2 学級内授業における新しい情報技術の
位置づけについて（本田 敏明） 
第３章 eLearning による教育の改革 
3.1 協調学習を実現する Learning 
Technology（岡本 敏雄， 二宮 利江） 
3.2 先端的 eLearning の理論と実践（植野 
真臣） 
3.3 人類の知を有効活用する e-Learning（坂



 

 

元 昻） 
第４章 質保証と評価の課題 
4.1 e ラーニングの品質マネジメントの国際
標準化と技術的展望（平田 謙次） 
4.2 Effects of ICT on Educational 
Performance in Learners（坂元 昻） 
4.3 Present State of Videogames and 
Learning Games ---Use and Effects---（坂
元 昻） 
4.4 National and International Exchange of 
Educational Programs and Courses among 
different Educational Organizations 
through Networks（坂元 昻） 
4.5 全米教育技術能力基準・生徒版（NETS・
S）に対するイメージ調査（波多野 和彦） 
第５章 海外の教育改革 
5.1 情報教育の展開と課題（坂元 昻） 
5.2 公式外高等教育(non-formal higher 
education)と ICT（西之園 晴夫） 
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